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１ 基本方針

大規模災害が発生すると、直後から国、被災地外の地方公共団体、民間事業者、ボラ

ンティアなどの各種団体が被災地に入り、応援活動が実施される。その形態は、災害対

策基本法による応援の要求や災害時相互応援協定等に基づく応援要請のほか、被災地外

地方公共団体の自発的な応援など様々な枠組みで行われる。災害の規模が大きくなれば

被災市町村の数は増え、被害が甚大になれば様々な応援主体から多くの人的・物的資源

が投入されるため、その応援資源の受入れは複雑化する。

そのため、県は、災害対策本部防災総括班に県内外からの受援・応援に関する総合調

整・取りまとめ業務を専任する受援・応援組織を設置し、応援側からの応援申出の受付

や受入れ調整、市町村からの応援需要に対する調整など受援・応援に係る需給調整、日

々行われる受援・応援状況の管理など、受援・応援に係る事務を円滑に処理する。

また、市町村に対しては、応援の受入れ調整、受援状況の管理など、受援に関する総

合調整・取りまとめ業務を専任する受援組織／担当を災害対策本部に設置するよう要請

する。

２ 受援・応援組織

（１）防災総括班受援・応援チームの構成

ア 災害対策本部防災総括班に「受援・応援チーム」を設置する。

イ リーダーは、市町村課長とし、サブリーダーは、人事課長とする。

ウ チーム員は、市町村課及び人事課職員のほか、次の受援・応援関係業務担当所属

から派遣する。

＜受援・応援関係業務担当所属＞

人事課、危機管理課、食品・生活衛生課、ぐんまブランド推進課、地域企業支援課

エ 防災総括班受援・応援チーム（以下、「受援・応援チーム」という。」）において

は、調整事項ごとに専任職員を明確化するとともに、担当者不在等により業務が遅

滞することのないよう、原則として複数の担当者を配置する。

主な調整事項 担当所属

県応援職員の調整・派遣等に関すること 人事課

人

県内市町村との調整に関すること 市町村課

的

知事会との調整に関すること 危機管理課

資

市長会・町村会との調整に関すること 市町村課

源

国との調整に関すること 人事課、市町村課、危機管理課

食料、飲料水、生活必需品等の調達に関する 危機管理課、食品・生活衛生課、ぐんま

こと ブランド推進課、地域企業支援課
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物 県内市町村との調整に関すること 市町村課

的 知事会との調整に関すること 危機管理課

資 市長会・町村会との調整に関すること 市町村課

源 国との調整に関すること 危機管理課

輸送手段の調達に関すること 危機管理課

物資集積拠点の開設・運営に関すること 危機管理課

（２）受援・応援チームの事務分掌

ア 受援に関する状況把握・取りまとめ

被災市町村の人的・物的資源に関する受援ニーズを把握し、取りまとめる（何／誰を、

いつまで、どのくらいの数／量、応援が必要か）

被災市町村の人的・物的資源に関する受援状況を把握し、取りまとめる（何／誰を、い

つまで、どのくらいの数／量、応援を受けているか）

県の人的・物的資源に関する受援ニーズを把握し、取りまとめる（何／誰を、いつまで、

どのくらいの数／量、応援が必要か）

県の人的・物的資源に関する受援状況を把握し、取りまとめる（何／誰を、いつまで、

どのくらいの数／量、応援を受けているか）

イ 応援に関する状況把握・取りまとめ

地方公共団体や関係機関からの応援申出（応援可能性）を把握し、取りまとめる

地方公共団体や関係機関からの応援状況を把握し、取りまとめる

ウ 応援・受援調整及び調整会議の実施

地方公共団体や関係機関と調整する

被災市町村と調整する

調整会議を開催・運営する（庁内関係各班/課、応援側リエゾン等関係機関）

エ 応援職員の調整及び庁内からの応援に関する状況把握・取りまとめ

被災市町村の業務支援のための庁内職員の応援に関して調整する

県内の被災していない市町村と応援職員に関して調整する

被災市町村向け庁内応援を把握し取りまとめる

オ 資源の調達・管理

人的・物的資源に関するニーズと、現状の受入れ状況から、資源の過不足を整理する

被災地の状況を踏まえ、今後求められる業務内容を検討し、必要となる資源を見積もる

今後、必要となる人的・物的資源を要請する

人的・物的資源管理帳票を作成し、資源管理を行う

カ 県応援職員の派遣

・総務部総務班と調整し決定した被災市町村の業務支援のための県応援職員について、携

行品・車両等を調達の上、派遣する
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＜災害対策本部組織図＞

災害対策本部

（本部会議）

（各部）

受援・応援チーム

刑 事 部
交 通 部
情 報 通 信 部

議 会 部
警 備 部

警 務 部
生 活 安 全 部
地 域 部

会 計 部

環 境 森 林 部
財 政 班

農 政 部
産 業 経 済 部
県 土 整 備 部

避 難 所 支 援 班
企 業 部
病 院 部

渉 外 班
教 育 管 理 部
学 校 教 育 部

知 事 戦 略 部

地 域 創 生 部

総 務 班 現地災害対策本部生 活 こ ど も 部
健 康 福 祉 部

（県警本部長）

災害対策本部地方部

総 務 部 防災総括班 災害対策中央連絡部

本 部 長 副 本 部 長 本 部 員

（知事） （副知事） （各部局の長）
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＜県・市町村間の受援・応援調整関係イメージ＞

「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」（内閣府（防災担当）策定）を参考に作成

３ 受援・応援対象業務

群馬県業務継続計画（ＢＣＰ）に定める非常時優先業務のうち災害応急業務で応援を

必要とする業務及び県内市町村が応援を要する災害応急業務を受援・応援対象業務とす

る。

ただし、既に独自の枠組みを持つ支援（国等による定型化された応援等）については、

既に定められたスキーム等に基づき対応することを原則とする。

（「第１章 総則」－「２ 基本的な考え方」参照）
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※ 既に独自の枠組みを持つ支援（国等による定型化された応援等）については、

既に定められたスキーム等に基づき対応することを原則とする。

［県において想定される受援業務］

・物資の受入れ、物資集積拠点の運営

・災害箇所調査、査定準備、応急復旧 等

［市町村において想定される受援業務］

・避難所運営

・物資の受入れ、物資集積拠点の運営

・災害ボランティアの受入れ

・住家の被害認定調査

・罹災証明書の発行

・災害箇所調査、査定準備、応急復旧

・避難所等での健康相談、健康調査、健康指導等

・みなし仮設住宅の申込み受付 等
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【参考】地震対応時の主な業務と応援との関係

「地方都市等における地震対応のガイドライン」（内閣府（防災担当）策定）における

「地方都市等における地震対応の基本的な流れ」を基にした受援・応援業務の全体像
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４ 会議の運営等

（１）受援・応援チームは、応援の要請及び応援自治体等の受入れに係る関係班や各種知

事会連絡員等の応援側リエゾンとの調整や受援・応援状況の把握のため、調整会議を

開催する。

（２）受援・応援チームは、上記（１）の調整会議を開催したときは、会議の内容を災害

対策本部へ報告する。

５ 人的・物的資源の管理

受援・応援チームは、日々の受援・応援状況等を一元的・効果的に管理するため、関

係班と連携し、人的・物的資源管理表を作成する。

受援・応援チームが調整を行わず、国等による定型化された応援等、独自の枠組みで

行われた受援・応援についても、関係班からの報告により人的・物的資源管理表を作成

する。

（人的・物的資源管理表様式：資料編53頁(様式１－１））

６ 県連絡員の派遣等

（１）連絡員の派遣

災害対策本部地方部長（災害対策本部地方部設置前は振興局長又は行政県税事務所

長とする。以降同じ。）は、次のいずれかに該当するときは、該当市町村における行

政機能の確保状況や被害情報の収集等のため、原則として２名（うち１名は可能な限

り係長級以上）を選定し、該当市町村へ速やかに派遣する。

ア 災害対策本部地方部を設置したとき

イ 県内に震度６弱以上の地震が発生したとき

ウ 特別警報が発表されたとき

エ 大型台風の接近や通過等により、風水害の発生が見込まれるとき

オ 被災市町村から連絡員の派遣要請を受けたとき

カ 県内に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあり、当該災害の態様、規模

又は社会的影響等から見て、局長等が必要と認めたとき

キ その他、危機管理監が必要と認めたとき

（２）連絡員派遣マニュアル

危機管理課は、各行政県税事務所と連携して、連絡員派遣マニュアルを作成し、各

行政県税事務所は、連絡員候補者に危機管理課が主催する説明会や研修等への参加を

促す。

（３）連絡員の装備・資機材等

危機管理課は、連絡員の業務に必要となる装備・資機材等について、できる限りあ

らかじめ調達し、各行政県税事務所等の必要箇所に配備しておく。

７ 業務に応じた庁内職員の再配置

（１）庁内職員の調整

災害応急対策を中心とした非常時優先業務を優先的に実施する中で、当該業務以外

の通常業務は、積極的に休止あるいは当該業務の継続に支障とならない範囲で実施す
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る。

また、災害対策本部各班において応援が必要な人員については、各部内の調整を行

った上でも不足が生じる場合は、各部総務班から総務部総務班に他部からの応援を要

請する。

（２）経験者の活用

大規模災害時に災害対応業務が集中する防災総括班（危機管理課・消防保安課）を

円滑に機能させるため、危機管理課及び消防保安課経験者（過去１０年）を必要に応

じ、防災総括班に追加配置することとし、危機管理課は、あらかじめ候補者名簿を作

成しておく。

８ 受援・応援関連スペース等の確保

（１）政府現地対策本部等との連携

政府が現地対策本部等を設置する場合は、県等と連携し、迅速な応急対策が実施で

きるよう、危機管理課は、あらかじめ必要なスペース及び設備を確保しておく。

（２）知事会等の現地連絡室等との連携

広域支援として各種知事会や他の都道府県等から派遣された連絡員・リエゾン等と

受援・応援チームとの連携・情報共有が円滑に行えるよう、危機管理課は、あらかじ

め執務スペース及び設備を確保しておく。

庁舎の被災等の事情により、災害対策本部実施室内にスペースを確保できない場合

は、できる限り近接した会議室等のスペースを確保する。

９ 費用負担

受援に要する経費の扱いについて、応援に要した経費は、原則、受援側（被災自治体）

が負担することとし、各協定締結先とも受援・応援に係る費用負担について、あらかじ

め協定等に定めておく。

災害救助法の対象経費については、県が支弁する。

なお、主な受援・応援業務における対象経費は次のとおりである。

＜主な受援・応援業務における対象経費＞

受援・応援業務 要 員 災害救助法対象経費

災害対策本部支援 災害対策本部支援 ※対象外
要員 対象経費は、原則として被災者の応急救助に直接対応

した職員のみが対象

避難所運営 避難所運営要員 ○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出張旅費
○仮設トイレの汲み取りや警備等の臨時職員雇い上げ
経費

物資集積拠点運営 物資集積拠点運営 ○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出張旅費
要員 ※救助法の救助物資外（化粧品等）の仕分け等の

業務は対象外

給水 給水車の派遣 ○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出張旅費
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○車両の燃料代、高速道路代
※給水車の水については、原則対象外

健康・保健 保健師等の派遣 ○応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出張旅費

被災者の生活支援 住家被害認定調 ※対象外
査、罹災証明書交 救助法に基づく応急救助ではないため
付業務要員

災害廃棄物処理 ごみ収集車の派遣 ※対象外
救助法に基づく応急救助ではないため

※救助法対象経費については「災害救助事務取扱要領」等を参考

※上記のほか、被害を受けた地方公共団体等からの要請等により行った応援等に要した経費（災害時相互応援協

定に基づく応援）、災害対応に係る職員派遣の受入れに要する経費（自治法第252条の17に基づく職員派遣）に

ついては、特別交付税措置が講じられている。（罹災証明書関係事務の応援経費についても特別交付税措置）（特

別交付税に関する省令第３条第１項第一号）

10 高速道路通行料金の無料措置

防災総括班は、広域的な応援が必要となった場合には、早期に東日本高速道路（株）

へ支援に係る車両の高速道路通行料金の無料措置を要請する。
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